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各都道府県教育委員会外国語教育担当課 

各指定都市教育委員会外国語教育担当課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 事 務 主 管 課 

附属小学校（義務教育学校、特別支援学校小学部を含む） 

を置く各国公立大学法人附属学校事務主管課 

構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた 

各地方公共団体株式会社立学校事務主管課 

 

               文部科学省初等中等教育局  

教育課程課外国語教育推進室  

 

 

「学習指導要領対応小学校外国語活動教材 Let’s Try!」の必要部数調査について（依頼） 

  

 

平素より英語教育の推進に御尽力いただきありがとうございます。 

標記の件について、小学校、義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部（以下「小

学校等」という。）において令和６年度に使用する「学習指導要領対応小学校外国語活動教材 

Let’s Try!」を令和５年度中に配布するため、必要部数調査を実施いたします。 

つきましては、都道府県教育委員会においては域内の市区町村教育委員会及び所管の小学校

等に対し、指定都市教育委員会においては所管の小学校等に対し、都道府県私立学校において

は所轄の私立小学校等に対し、国公立大学法人においては所管の附属小学校等に対し、構造改

革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた各地方公共団体においては所管の学校設置会社の

設置する小学校等に対し、本依頼を周知いただき、下記により調査への御協力をお願いいたし

ます。 

 
記 
 

１ 調査概要（Box 格納資料） 

・（別紙１）「学習指導要領対応小学校外国語活動教材 Let’s Try!」の配布について 

・（別紙２）提出に際してのチェックリスト 

・【様式１】小学校外国語活動教材必要部数調査（令和６年度使用分） 

・【様式２】教育委員会等調査 

・【参考様式○○小学校】小学校外国語活動教材必要部数調査（令和６年度使用分）  

※「参考様式」は、「様式１」の記入に当たり各小学校等に対し調査を行う場合に、必要に

応じて御活用ください。調査のフローの一例を「調査方法例」のタブに記載しておりま

すので、必要に応じて併せて御参照ください。 

 

 

 

御中 



２ 提出文書 

・都道府県教育委員会，指定都市教育委員会，私立学校事務主管課：【様式１】【様式２】 

※域内に私立学校を有しない県については、電子メールにて「私立小学校なし」の旨、御

報告ください。様式の御提出は不要です。 

・国公立大学法人附属学校事務主管課,株式会社立学校事務主管課：【様式１】 

※昨年度、各小学校等及び市区町村教育委員会（指定都市を除く）から直接文部科学省へ

調査票を提出されるところが多くありましたので、公立小学校等は設置者である教育委

員会へ、市区町村教育委員会（指定都市を除く）は都道府県教育委員会へ、私立・国立・

株立小学校等は事務主管課へ提出するよう周知してください。 

 

３ 提出期限及び提出方法等 

・提出期限：令和５年８月２４日（木） 

・提出方法：以下の URL にアクセスし、クラウドストレージサービス「Box」内に提出 

■URL：https://mext.ent.box.com/f/6f94405386a144d98e746d2b850b5cd2 

※ただし、「Box」へアクセスできない場合は、提出ファイルを以下のメールアドレス宛、

電子メールにて提出 

  ■メールアドレス：shinkyo@mext.go.jp 

・ファイル名：（数字は都道府県番号） 

  ■都道府県教育委員会及び指定都市教育委員会の場合 

   例：【様式１】【公 01 北海道（指定都市の場合は〇〇市）】小学校外国語活動教材必要部数調査 

【様式２】【公 01 北海道（指定都市の場合は〇〇市）】教育委員会等調査 

  ■都道府県私立学校事務主管課の場合 

   例：【様式１】【私 01 北海道】小学校外国語活動教材必要部数調査 

【様式２】【私 01 北海道】教育委員会等調査 

  ■国公立大学法人附属学校事務主管課の場合 

   例：【様式１】【国 01 北海道教育大学】小学校外国語活動教材必要部数調査 

  ■株式会社立学校事務主管課の場合 

   例：【様式１】【株 01○○（法人名）】小学校外国語活動教材必要部数調査 

・電子メールの件名：上記のファイル名を参考に、以下のとおり記載してください。 

   例：【公 01 北海道】小学校外国語活動教材必要部数調査 

・なお、例年、その年度の１月以降に各学校に教材が届くよう発送するとともに、３月上旬

に教材が届いているか否かに関する調査を実施しており、今年度も同様の対応を予定して

おりますので、予めご承知おきください。 

以上 

【本件担当】 
〒１００－８９５９ 
 東京都千代田区霞が関３－２－２  
文部科学省初等中等教育局 
教育課程課外国語教育推進室 企画調整係  
メール shinkyo@mext.go.jp 
ＴＥＬ ０３－５２５３－４１１１（内線３７８７） 

 


